
１０兆円規模の大学ファンドの創設

現状とファンド創設の狙い

 研究力（良質な論文数）は相対的に低下

 博士課程学生は減少、若手研究者はポストの不安定/任期付

 資金力は、世界トップ大学との差が拡大の一途

スキーム

政府

大学ファンド 民間 等

研究大学

科学技術振興機構（ＪＳＴ）

運用担当理事/運用・監視委員会

資産運用
機関

資金拠出
資金配分

運用委託

運用益

資金拠出

資金拠出

運用や使途に関する基本方針

 世界トップ研究大学の実現に向け、財政・制度両面から
異次元の強化を図る

マッチング

制度概要

 科学技術振興機構（ＪＳＴ）に大学ファンドを設置

 運用益を活用し、研究大学における将来の研究基盤へ
の長期・安定投資を実行

 参画大学は、世界トップ研究大学に相応しい制度改
革、大学改革、資金拠出にコミット

 ファンドは50年の時限、将来的に大学がそれぞれ自

らの資金での基金運用するための仕組みを導入。

 大学の将来の研究基盤への長期・安定的投資の抜本強化

 世界トップ研究大学に相応しい制度改革の実行

基本的枠組み

資金拠出大学ファンドの運用

 ４．５兆円（※）からスタート、大学改革の制度設計等を踏
まえつつ、早期に１０兆円規模の運用元本を形成
※政府出資0.5兆円（R2第３次補正予算）、財投融資4兆円 （R3財投計画額））

 長期的な視点から安全かつ効率的に運用/分散投資/
ガバナンス体制の強化など万全のリスク管理

 R3年度中の運用開始を目指す

将来の研究基盤：大学等の共用施設、データ連携基盤
博士課程学生などの若手人材

総合科学技術・イノベーション会議
世界と伍する研究大学専門調査会
（第1回）R3.3.24 資料3【抜粋】
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2020年度(R2) 2021年度(R3) 2022年度(R4) 2023年度(R5)
12月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 4月

資
金
運
用

内
閣
府
・文
科
省

文
科
省
・JST

大
学
改
革/

フ
ァ
ン
ド
の
使
途
・配
分

内
閣
府
・文
科
省

文
科
省

JST法改正

世界と伍する研究大学専門調査会

大学ファンド資金運用
ワーキンググループ

支援開始

運用委託
機関選定

運用開始

大学ファンドの創設に係るスケジュール（イメージ案）

CSTI会合決定
（運用基本的考え方）

運用基本指針・中長期目標（文科大臣）
運用基本方針・中長期計画（ＪＳＴ）

CSTI会合決定
（新たな法的枠組み）

連携

運用に向けた体制整備

ＪＳＴ体制整備
(運用業務担当理事、運用・監視委員会、運用スタッフ採用 等)

関連法案
審議

対象大学
指定

国立大学法人の新たな法的枠
組み検討有識者会議（仮称）
・ガバナンス改革等
・ﾎﾟｽﾄｺﾛﾅのﾆｭｰﾉｰﾏﾙ時代
における大学の在り方
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大学における人材の多様性確保に向けた主要指標

11

大学における女性研究者の新規採用割合：2025年度までに、理学系20％、工学系15％、農学系
30％、医学・⻭学・薬学系合わせて30％、人文科学系45％、社会科学系30％

大学教員のうち、教授等（学長、副学長、教授）に占める女性割合：早期に20％、2025年度まで
に23％（2020年度時点、17.7％）

生活費相当額程度を受給する博士後期課程学生：優秀な博士後期課程学生の処遇向上に向けて、
2025年度までに、生活費相当額を受給する博士後期課程学生を従来の3倍に増加（修士課程から
の進学者数の約７割に相当）。また、将来的に、希望する優秀な博士後期課程学生全てが生活費相
当額を受給。

40歳未満の大学本務教員の数：我が国の研究力強化の観点から、基本計画期間中に１割増加し、
将来的に、大学本務教員に占める 40歳未満の教員の割合が３割以上になることを目指す。

研究大学（卓越した成果を創出している海外大学と伍して、全学的に世界で卓越した教育研究、社
会実装を機能強化の中核とする「重点支援③」の国立大学）における、35～39歳の大学本務教員
数に占めるテニュア教員及びテニュアトラック教員の割合：基本計画期間中に、2019年における割合
の１割増以上。

※第６期科学技術・イノベーション基本計画（R3.3.26閣議決定）より

若手研究者について

女性研究者について



「成果を中心とする実績状況に基づく配分」の配分指標
令和３年度予算

【教育】
120億円

1,000億円

●博士号授与の状況

●カリキュラム編成上の工夫の状況教
育

●常勤教員当たり研究業績数

●運営費交付金等コスト当たりTOP10％論文数
（重点支援③）

研
究

●若手研究者比率

●会計マネジメント改革状況

●ダイバーシティ環境醸成の状況

経
営
改
革

●寄附金等の経営資金獲得実績
経
営
改
革

●施設マネジメント改革状況
経
営
改
革

●人事給与マネジメント改革状況

経
営
改
革

●常勤教員当たり科研費獲得額・件数研
究

研
究

●卒業・修了者の就職・進学等の状況

教
育

経
営
改
革

●常勤教員当たり受託・共同研究受入額

45億円

45億円

30億円

95億円

115億円

150億円

95億円

95億円

70億円

70億円

15億円

25億円

150億円

教
育

研
究

経
営

経
営

研
究

【研究】
455億円

【経営】
425億円

若手研究者比率の算出方法
①学系別の偏差値を算出
機関ごとに、以下の算定式により学系別に比率を算出し、
各比率の学系内における偏差値を算出
当該学系における若手研究者数（H29-R1の3ヶ年平均）

／当該学系における常勤教員数（H29-R1の3ヶ年平均）

②機関別の平均偏差値を算出
各機関の学系ごとの偏差値を、常勤教員数で加重平均することに

より得られた数値を指標とする

ダイバーシティ環境醸成の状況の算出方法
①重点支援の枠組別の偏差値を算出
機関ごとに、以下の算定式により比率を算出し、
各比率の重点支援の枠組内における偏差値を算出
（外国人教員比率・女性教員比率）

外国人教員・女性教員／常勤教員数
（留学生比率・社会人学生比率・障害学生比率）

留学生・社会人学生・障害学生の各人数／学生数
（障害者雇用比率）

厚生労働省の公表データを活用

②機関別の平均偏差値を算出
各偏差値を算術平均することにより得られた数値を指標とする
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